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1医療情報連携基盤（ＥＨＲ）の抱える課題

■ 全国でおよそ250程度の医療情報連携ネットワークが存在。

■ 病院・診療所にとって、コスト（※）を負担してまでの参加メリットを感じにくいことを主な要因として、病院・診療
所の参加率が低いまま推移（各々全体の30.0％、9.8％）、参加患者数も低調（約115万人）。

（※）病院あたり平均35,000円/月、診療所あたり平均12,000円/月の参加費用

【参加施設数】 【参加患者数】

ＩＴを利用した全国地域医療連携の概況（2015年度版）（平成28年10月4日日本医師会総合政策研究機構）より総務省作成
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■ クラウドを活用し、標準化された低廉な医療情報連携ネットワークの推進

⇒ 病院・診療所等の参加コストやＥＨＲ間の情報連携コストの低廉化

■ 中核病院からの一方向の情報連携から、診療所や薬局、介護施設と中核病院の双方向の連携へ

⇒ ＥＨＲを活用した地域包括ケアの実現。病院・診療所・介護施設等の参加メリット向上。

■ 患者・利用者の同意取得の促進

⇒ 改正個人情報保護法においても、個人情報の利用目的の院内表示など、第三者提供に対する利用者の黙示の同意が
得られていると解される類型の明示など、医療現場の理解の促進。

⇒ ＥＨＲとＰＨＲ（利用者が自らの医療・健康データを管理・活用する基盤）の連携により、同意メリットを訴求。

解決の方向性 ＩＴを利用した全国地域医療連携の概況（2015年度版）（平成28年10月4日日本医師会総合政策研究機構）より総務省作成

現状・課題



2クラウド型EHR高度化補助事業【H28年度補正予算：20億円】

● 医療機関や介護事業者をネットワークでつなぎ、患者の診療情報等の共有を図るための医療情報連携基盤
（ＥＨＲ）は全国各地に約250存在。しかしながら、施設の参加や患者の利用率が低いことや、異なるベンダー間
での連携が図られていないこと等が課題。

● クラウドを活用し、標準に準拠した双方向の情報連携を進めることにより、ＥＨＲの利用価値が向上し、参加施
設や患者の増加につながり、効果的な地域包括ケアや地域を越えた広域のデータ連携が実現。

● このために必要なクラウド型ＥＨＲの整備を行う事業に対して補助を実施。
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■一方向の情報閲覧
－参加病院・診療所からは中核病院の情報を「見るだけ」

■閉じたネットワークによる重いコスト負担
－医療情報ＮＷと介護情報ＮＷは別であり、両システムに

参加すると回線コストは倍増
－ＥＨＲ間の連携は、システムごとに直接接続するために

都度連結コストが発生（加えて、オンプレミスの異なるシ
ステム間の接続は煩雑）

■ＥＨＲごとに異なるデータ管理形式
－医療等データの広域の二次利用が困難
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■ 双方向の情報連携実現

■ クラウドの活用、標準準拠により低廉化、データ活用容易化
－薬局や介護施設等も連結（訪問介護・看護の情報も統合）
－ＥＨＲ未実装地域の病院・診療所とも連結しデータを蓄積・活用

標準準拠のデータ連携

レガシー
レガシー

EHR
EHR



3クラウド型ＥＨＲ高度化事業（補助事業）の目指す効果

（※）なお、今般のクラウド型ＥＨＲ高度化の成功モデルについては、厚生労働省が進める地域医療連携ネットワー
クの普及策を活用して、全国に波及していくことを想定。

１．地域包括ケアの推進
中核病院との双方向の情報連携の推進により、病院、診療所、薬局、介護施設の参加を促し、地域医療圏内の
患者カバー率が向上。

⇒ 地域医療圏内のどの医療機関・薬局・介護施設に行っても患者情報を利用可能。

２．クラウド型電子カルテ導入の促進
クラウド型のＥＨＲを推進することで、電子カルテ未実装の病院・診療所における安価なクラウド型電子カル
テの必要に応じた導入を促進。

３．広域医療圏における患者情報の共有を実現
クラウド型のＥＨＲにより、隣接する医療圏間の情報連携を低コストで実現。

⇒ 二次医療圏をまたがる情報連携が可能となり、住民の生活動線に従った医療・介護情報連携が実現。
（今般の補助事業では、二次医療圏をまたがる連携や三次医療圏（都府県レベル）の連携を促進）

４．全国規模の情報連携を実現させる前提条件を整備
標準に準拠した情報連携を補助要件とすることで、地域医療圏に閉じたネットワークではなく、地域外のＥＨ
Ｒとの情報連携を前提としたシステムの構築を行うことが可能。

⇒ ＥＨＲの相互接続環境の整備により、全国のＥＨＲや医療機関等との情報連携を実現。

５．医療・健康・介護情報の二次利用を促進
医療機関等から医療・健康等データを収集、匿名化し、研究機関や企業の二次利用につなげる「認定匿名加工
医療情報作成事業者」制度の創設を見据え、標準的なデータ管理方法を要件とすることで、円滑な医療・健康
等データの二次利用を促進。



44（参考）クラウド型ＥＨＲ高度化事業（補助事業）の要件

２．スケジュール
平成２８年１２月２２日～平成２９年１月３１日：提案公募
平成２９年２月１日～平成２９年３月６日：外部有識者評価会等による審査
平成２９年３月７日：交付先候補の決定・公表
平成２９年５月～６月：補助金交付申請・交付決定
平成３０年３月末：実績報告書の提出、額の確定

１．事業内容（共通事項）
〇 登録者数の確保 （１年間で対象医療圏内人口の5％以上（モデルⅢは2.5％）、3年間で10％以上（同5％）の登録）

〇 継続的・自立的に運営可能な収支計画 （公的資金に過度に頼らず、支出の過半を参加施設からの利用料で確保）

〇 多職種連携 （病院や診療所等のみならず歯科診療所、薬局、介護施設等を含む多職種連携体制を構築）

〇 標準準拠の連携 （厚生労働省が定める標準規格でのデータ連携、メーカーやベンダーを問わず連携する仕組みを構築）

〇 双方向の情報連携 （相互の情報提供及び閲覧を参加施設の８０％以上で実現）

〇 電子カルテ非依存 （電子カルテ未導入施設であっても、レセコン・PACS等の情報を共有可能な仕組みを整備）

〇 医介情報統合 （医療情報・介護情報をクラウド上で統合的に管理し、画面上で一元的に表示、二重入力を低減）

〇 データ二次利用 （代理機関（仮称）の創設、PHRとの連携等を見据え、情報を外部提供可能な仕組みを整備）

〇 セキュリティの確保 （医療情報の安全に関する３省４ガイドラインを遵守）
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クラウド型EHR高度化事業補助金交付先候補（平成29年３月７日公表）

交付先候補数

１６

凡例：
●：三次医療圏（全県）モデル
●：複数の二次医療圏モデル
●：単一二次医療圏モデル

SWAN
（室蘭市医師会）

SHACHI-Brain
（千葉大学 医学部附属病院）

MMWINみんなのみやぎネット
（みやぎ医療福祉情報ネットワーク協議会）

●

長岡フェニックスネットワーク
（長岡市医師会）

未来かなえネットワーク
（未来かなえ機構）

うすき石仏ねっと
（臼杵市医師会）

静岡
神奈川

東京

高知県幡多医療圏
EHR
（幡多医師会）

田辺保健医療圏の医療・介護の双方向情報
連携EHR基盤
（和歌山介護支援専門員協会）

晴れやかネット
（医療ネットワーク岡山協議会）

徳島県全域医療連携ネットワーク（仮称）
（徳島大学）

西和医療圏 医療・介護連携ネットワーク（仮称）
（近畿大学医学部奈良病院）

びわ湖メディカルネット
（滋賀県医療情報連携ネットワーク協議会）

はち丸ネットワーク
（名古屋市医師会）

環岐阜地区医療介護情報
共有協議会
（羽島郡医師会）

おきなわ津梁ネットワーク
（沖縄県医師会）

東京都区西部医療圏ネットワーク（仮称）
（河北医療財団）



6クラウド型高度化EHR実装に向けた共通仕様の策定

● 各補助団体がクラウド型EHRへの高度化を実現するために必要となる、厚生労働省標準規格への準拠や双方向の情
報連携、名寄せの省力化、メーカやベンダを問わないデータ連携、地域を越えた相互運用性の確保等の仕組みを効率
的に実装するための取組を推進。

● 各団体がそれぞれ検討するのではなく、共通仕様を策定し、活用することで、開発・構築期間の短縮や、コストの
低減を実現。

● 共通仕様を公表することにより、今回の補助事業期間のみならず補助事業後の活用や、全国の他のEHRでも活用可
能な環境を整備。

目的

スケジュール
● 共通仕様の策定・導入に関する検討会議（補助金交付団体及び関連メーカ等が参加）を開催。
● ６月～７月に共通仕様を策定し、各団体の調達において活用し実装。
● 補助事業終了後、共通仕様を含むクラウド型EHR高度化モデルを公表し、全国への普及展開。

標準準拠

双方向連携

多職種連携

全国のEHRへ
普及展開クラウド型高度化EHR

の効果的・効率的整備
相互運用性の確保

名寄せ省力化 等

＜実現イメージ＞

Ａ地域医療圏

Ｂ地域医療圏

Ｃ地域医療圏
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（参考）厚生労働省 医療情報連携ネットワーク支援Navi
http://renkei-support.mhlw.go.jp/



8EHR間の相互接続基盤モデルの実証事業

• 「地域医療連携ネットワーク間の相互接続」にあたっては、「①ネットワーク相互接続」、共通ルールに基づき患者情
報を流通するための「②標準規約によるデータ交換」、および安全な通信を実現するための「③セキュリティ確保」、
それぞれの観点から検討を行う。

• 厚生労働省と連携して実証事業を実施。終了後、実運用フェイズに移行するための運用ルール等を整備。

相互接続基盤

地域医療連携ネットワーク参加機関

医療等分野の様々なサービス

高精細映
像伝送

治療・検査
DB

電子
紹介状

電子
処方箋

医療介護
連携

被保険者
資格確認

地域医療
連携

医療等ID
（発行）

オンライン
請求

地域医療連携
ネットワークA

地域医療連携
ネットワークB

地域医療連携
ネットワークC

①ネットワーク相互接続

②標準規約によるデータ交換

機関認証HPKI広域連携ID
管理ｻｰﾋﾞｽ

③セキュリティ確保
機関認証、アクセス制
御、IPS、監査証跡

IHEに準拠した
データ交換ルール

連携IDをkeyに、他
地域で情報があるか
を管理・回答

審査・監査対応等

【H２８補正予算：８億円】

※ EHRに接続して
いない医療機関



9（参考）相互接続基盤の実証フィールドについて

③用途別VPN構成①地域連携ネットワーク間の相互接続 ②医療等分野のサービス利用

実証地域

岡山・島根 MEDIS・ORCA

相互接続基盤

沖縄

【実証目的】
地域医療情報連携ネットワーク間を相互接続し、
地域を跨いだ情報の連携を行う。

【主な実証内容】
・地域医療情報連携ネットワーク間の相互接続
・標準規約（IHE）によるデータ交換
・地域医療情報連携ネットワーク広域MPI機能
・JPKIを利用した患者同意
・審査・監査ルール 等

【実証地域】
A）晴れやかネット（岡山）

まめネット（島根）
B）しるくネット（前橋・群馬大学医学部附属病院）

ちょうかいネット（酒田・日本海総合病院）

【実証目的】
許可された医療機関等が医療等分野の様々なサー
ビスを共通利用する。

【主な実証内容】
・複数種類の回線を相互接続するIX機能
・医療等分野の各種サービスへの接続
・認証連携、アクセス制御
・拠点の接続方法設計
・オンライン請求NWとの相互接続 等

【実証地域】
C）沖縄県医師会（沖縄）
D）MEDIS・ORCA管理機構（東京）

【実証目的】
任意の医療機関間で用途別のVPNを構成し、
拠点間・グループ間通信を行う。

【主な実証内容】
・高精細映像伝送（非圧縮／圧縮）
・用途別VPN構築
・SiNET5との相互接続 等

【実証地域】（調整中）
E）東京大学医学部附属病院（東京)

京都大学医学部附属病院（京都）

東大・京大

前橋・酒田

実証フィールドの選定

• 「相互接続基盤」が目指している①地域医療連携ネットワーク間の相互接続、②医療等分野のサービス利用、
③用途別VPN構成の３つの利用シーンごとに、実証フィールド（５フィールド）を選定。



10国民を中心とした医療・健康等データ流通環境の構築

EHR

介護施設診療所病院

EHR

病院 薬局歯科 診療所

ＥＨＲ相互接続基盤

＜医療機関、介護事業者等＞＜医療等分野共通サービス＞ ＜認定匿名加工医療情報作成事業者＞

ＰＨＲ連携機能

＜自治体・保険者＞

電子
紹介状

オンライ
ン請求

電子
処方箋

母子
手帳

学校
検診

健康
管理

かかり
つけ連
携手帳

お薬
手帳

介護
予防

個人番号カード
（JPKI）

ウェアラブル
デバイス（IoT）

スマホ・
タブレット

医療等
ＩＤ

クラウド上の
データ管理
サービス等 ＜研究機関・

製薬企業等＞

８Ｋ技術やＡＩ等のＩＣＴの医療分野
への活用を推進（Ｈ２８補正：６億円）

クラウドを活用し、標準準拠、双方向、多職種の連携推進
（Ｈ２８補正：ＥＨＲ高度化２０億円、相互接続基盤８億円）

※ 厚労省の地域医療連携ネットワーク普及策を活用し、成功モデルを全国普及

認定事業者のセキュリティ要件検討

匿名加工情報
を活用し、医療
の質向上や新
薬の開発等の
促進

匿名
加工
情報

データ提供

データ提供
（本人同意）

医療・健康・介護
サービスの提供健康診断・

健康指導等

本人に合わせた多様なＰＨＲアプリケーションの提供を実現
（Ｈ２８補正：６億円、Ｈ２９当初：１億円）

データ保管ＡＩ等のＩＣＴを活用した
データヘルスの推進

（Ｈ２９当初：２億円）

認定事業者Ａ

８Ｋ等
伝送

モバイルやクラウド等を活用
した遠隔医療の推進

認定事業者Ｂ 認定事業者Ｃ

○地域包括ケアを支える医療情報連携ネットワーク(EHR)構築支援、相互接続基盤を通じた効果的なデータ連携により、患者等からのデータ入口部分を整備
○個人の医療・健康等データ(PHR)を活用するためのアプリケーションモデル、多様なアプリケーションを利用可能とするＰＨＲ連携機能の構築により、個々人

のライフステージや生活状況に適した効果的なＰＨＲの活用を実現
○情報セキュリティに関するルール策定や本人確認への個人番号カードの利用を推進し、安全・安心なデータ流通を促進
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12（参考）「未来投資戦略2017」(素案)本文(第２「具体的施策」)（抜粋）第９回未来投資会議
（H29.5.30）資料

１．健康・医療・介護
i）技術革新を活用し、健康管理と病気・介護予防、自立支援に軸足を置いた、新しい健康・医
療・介護システムの構築

①データ利活用基盤の構築
・個人・患者本位で、最適な健康管理・診療・ケアを提供するための基盤として、「全国保健医

療情報ネットワーク」を整備する。同ネットワークは、患者基本情報や健診情報等を医療機
関の初診時等に本人の同意の下で共有できる「保健医療記録共有サービス」と、更に基礎
的な患者情報を救急時に活用できる「救急時医療情報共有サービス」等で構成し、これら自
らの生涯にわたる医療等の情報を、本人が経年的に把握できる仕組みであるPHR （Personal 
Health Record）として自身の端末で閲覧できるようにすることを目指す。2020年度からの本

格稼働に向け、本年度中に実証事業を開始しつつ、具体的なシステム構成等について検討
し、来年度以降、詳細な設計に着手する。

・「全国保健医療情報ネットワーク」のうち医療・介護事業者のネットワーク化については、クラ
ウド化・双方向化等による地域のEHR（Electronic Health Record）の高度化を推進するととも

に、広域連携の在り方（セキュリティ確保策等）やマイナンバーカード等を活用した患者本人
の同意取得の在り方について、実証を本年度中に行う。PHR については、EHR の情報だけ

でなく保険者等の多様な主体が有するデータについて、本人のライフステージに応じて民間
サービスを取り入れた多様な活用を可能とするよう、サービスモデルの構築等を来年度まで
に行う。

I Society5.0として目指すべき戦略分野



13（参考）第７回未来投資会議（H29.4.14）厚生労働大臣発表資料（抜粋）
データヘルス改革-ICT・AI等を活用した健康・医療・介護のパラダイムシフトの実現-


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	（参考）相互接続基盤の実証フィールドについて
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14

